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(57) Abstract: A lastening method for a flexible outer teeth
(a) (c) gear, whereby: a boss -side fastening surface ( l formed i n a

boss (7) o f a flexible outer teeth gear (3) in a wave gear
device (1) i s superposed, on the same axis, on a member-side
fastening surface (15) o f an output member ( 1 1) t o b e
fastened; the boss (7) and the output member ( 1 1) are fastened
b y a fastening bolt (13); and protrusions (20) for engagement,
on a boss-side fastening surface (16), are driven into the mem
ber-side fastening surface (15) t o a prescribed driving depth,
b y the bolt axial force o f the fastening bolt (13). The fastening
section o f the flexible outer teeth gear (3) and the output
member 、1 1) in this configuration generate a large fictional
force, therefore the required torque can b e transmitted t o the
fastening bolt b y the bolt axial force only, without also using
a push pin o r a mction sheet.

(b) (57) 要約： 波動歯車装置 （1 ) の可撓性外歯歯車
( 3 ) のボス （7 ) に形成 したボス側締結面 （1

6 ) を、締結対象の出力部材 （1 1 ) の部材側締
結面 （1 5 ) に同軸に重ね合わせ、締結ポル ト
( 1 3 ) によってボス （7 ) と出力部材 （1 1 )

を締結 し、締結ポル ト （1 3 ) のポル ト軸力に
よって、ボス側締結面 （1 6 ) の係合用突起 （2
0 ) を、部材側締結面 （1 5 ) に所定の食い込み
深さまで食い込ませる。この構成の可撓性外歯歯
車 （3 ) と出力部材 （1 1 ) の締結部分は、大き
な摩擦力が発生するので、締結ポル トに、打ち込

みピン、摩擦シー トを併用することなく ポル ト軸力のみで必要な トルク伝達が可能である。



明 細 書

発明の名称 ：

可撓性外歯歯車、波動歯車装置、および可撓性外歯歯車の締結方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、締結対象の部材を確実に締結可能な波動歯車装置の可撓性外歯

歯車、当該可撓性外歯歯車を備えた波動歯車装置、および、当該可撓性外歯

歯車を締結対象の部材に締結するための締結方法に関する。

背景技術

[0002] 波動歯車装置は、減速機 と して用い られる場合には、一般 にその可撓性外

歯歯車か ら減速回転出力が負荷側の出力軸 に伝達される。可撓性外歯歯車 と

出力軸は締結ボル トによって締結固定される。特許文献 1 の図 1 には締結ボ

ル 卜によって可撓性外歯歯車が出力軸の側 に締結 された構造が記載 されてい

る。

[0003] —方、 トル ク伝達を行 う 2 つの部材の締結固定構造 と して、締結 される 2

つの部材の締結面の間に摩擦板 を挟み、 これ ら2 つの部材をボル 卜等によつ

て締結固定する構造が知 られている。特許文献 2 には、 このような締結固定

方法に用いる摩擦シ一 卜が提案されている。 この摩擦シ一 卜は、金属製の弾

性シ一 卜の表面に、締結対象の部材の締結面に食い込み可能なダイヤモン ド

粒子をメツキコ一テ ィング したものである。

[0004] 例 えば、 2 本の軸部材の締結用端面の間に摩擦シー トを挟み、締結ボル ト

によって双方の締結用端面を締結固定すると、摩擦シ一 卜の両面のダイヤモ

ン ド粒子が双方の締結用端面に食い込み、 これ らの締結用端面の間に大 きな

摩擦力が発生する。 これにより、 2 本の軸部材の締結力が増加 し、大 きな 卜

ル クを伝達可能になる。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 2 _ 3 3 9 9 9 0 号公報



特許文献2 ：特許第 3 5 4 7 6 4 5 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] ここで、波動歯車装置の可撓性外歯歯車 と出力軸の締結力を高めて大 きな

トル ク伝達を行 うために、打ち込み ピンが併用されている。 また、特許文献

2 に開示の摩擦シ一 卜を併用することが考 え られる。

[0007] しか しなが ら、打ち込み ピンを併用する場合には、締結対象の部材に締結

される可撓性外歯歯車のボスに、締結ボル ト用のボル ト穴に加えて、 ピン穴

を加工する必要がある。 また、摩擦シ一 卜を用いた締結固定構造では、 メッ

キ層によって保持されているダイヤモン ド粉末の脱落が懸念される。摩擦シ

- 卜か ら脱落 したダイヤモン ド粒子が、可撓性外歯歯車 と波動発生器の間の

摺動部分、可撓性外歯歯車 と剛性内歯歯車のかみ合い部分等に侵入するおそ

れがある。 これ らの部分に硬質のダイヤモン ド粒子が侵入すると、 これ らの

部分に摩耗、破損等が発生するおそれがある。

[0008] 本発明の課題は、 このような点に鑑みて、 ピン穴加工を必要 とせず、 また

、摩擦シ一 卜を使用することな く、ボル ト軸力のみで必要な トル ク伝達を行

うことのできる波動歯車装置の可撓性外歯歯車を提案することにある。

[0009] また、本発明の課題は、 この新 しい可撓性外歯歯車を備えた波動歯車装置

を提案することにある。

[001 0] さ らに、本発明の課題は、 ピン穴加工を必要 とせず、 また、摩擦シ一 卜を

使用することな く、ボル 卜軸力のみで必要な トル ク伝達を行 うことのできる

可撓性外歯歯車の締結方法を提案することにある。

課題を解決するための手段

[001 1] 上記の課題 を解決するために、本発明の波動歯車装置の可撓性外歯歯車は

締結対象の部材に締結 される円環状あるいは円盤状のボスと、

前記ボスに形成 され、前記締結対象の部材に形成 した部材側締結面に当接

するボス側締結面 と、



前記ボス側締結面 に所定 ピッチで形成 された所定サイズの複数 の係合用突

起 と、

を有 し、

前記係合用突起 は、前記ボス側締結面 にフォ トエ ツチ ング加工 を施 す こと

によ り、一体形成 された突起であ り、

前記ボス側締結面 および前記係合用突起の硬度 は H R C 4 5 以上 であるこ

とを特徴 と している。

[001 2] 典 型 的な前記係合用突起 は、前記ボス側締結面か ら垂直に突出 している先

細 り形状 の突起であ り、前記係合用突起の先端 は、前記ボス側締結面 に平行

な平坦な頂面 とな ってお り、前記係合用突起 における、 その突出方向に直交

する断面形状 は、 円形、 四角形 あるいは三角形 である。

[001 3] この場合、隣接配置 された前記係合用突起の ピッチは 0 . 2 m m ~ 0 . 5

m m であ り、前記係合用突起の頂面の最大径 あるいは最大幅 は 0 . 0 1 m m

~ 0 . 0 5 m m であ り、前記係合用突起の高 さは、前記突起の頂面の最大径

あるいは最大幅の 1 . 0 倍 か ら 1 . 2 倍 であることが望 ま しい。

[0014] 前 記係合用突起の頂面の最大径 あるいは最大幅が 0 . 0 3 m m ~ 0 . 0 5

m m の場合 には、例 えば、前記係合用突起の前記部材側締結面 に対する食 い

込み深 さを 0 . 0 1 5 m m ~ 0 . 0 2 5 m m にすることが望 ま しい。

[001 5] また、前記係合用突起 は、 1 0 m m 2 当 り4 0 ~ 2 5 0 個 の密度 で配置 され

ていることが望 ま しい。

[001 6] この構成 の可撓性外歯歯車 を締結対象の部材 に締結 する場合 には、 当該可

撓性外歯歯車の前記ボス側締結面 を、前記締結対象の部材の部材側締結面 に

同軸 に重ね合わせ る。 この状態で、締結 ボル トによって前記ボス と前記締結

対象の部材 を締結 し、前記締結 ボル トのボル ト軸力 によって、前記ボス側締

結面の前記係合用突起 を、前記締結対象の部材 に対 して前記部材側締結面か

ら所定の食 い込み深 さまで食 い込 ませ る。係合用突起が部材側締結面 に食 い

込む ことによ り、大 きな摩擦力が締結面の間に発生する。

[001 7] ボル ト軸力、 ボスの強度 および硬度、締結対象の部材の硬度、係合用突起



の形状 サイズ、係合用突起の食 い込み深 さを適切 に設定することによ り、

ボス と締結対象の部材の間の摩擦係数 を大 き くで きる。 これ によ り、 ピン、

摩擦 シ一 卜を併用することな く、締結 ボル トのみで、可撓性外歯歯車か ら締

結対象の部材 に対 して必要 とされ る トル ク伝達 を行 うことが可能 になる。

[001 8] よ って、可撓性外歯歯車のボスに ピン穴加工 を行 う必要がな くな り、摩擦

シ一 卜を併用する必要がな くなる。 また、係合用突起 はフォ トエ ッチ ング加

ェ によってボス側締結面 に一体形成 されているので、係合用突起がボス側締

結面か ら脱落 して、波動歯車装置の回転摺動作部分、 かみ合 い部分 に侵入す

る等の弊害 を防止あるいは抑制 で きる。

[001 9] 本発明の可撓性外歯歯車の締結方法 において、締結対象の部材の部材側締

結面 に係合用突起 を形成 してお くことも可能である。 この場合 には、係合用

突起が形成 されている部材の硬度 を他方の部材の硬度以上 と しておけばよい

。 また、 ボス側締結面 および部材側締結面の双方 に係合用突起 を形成 してお

くことも可能である。 この場合 には、双方の部材の硬度 を同程度 と しておけ

ばよい。

[0020] すなわち、本発明による可撓性外歯歯車の締結方法 は、

締結対象の部材 には部材側締結面が形成 され、

前記締結対象の部材 を締結 するため に前記可撓性外歯歯車 に設 けたボスに

は、 ボス側締結面が形成 され、

前記部材側締結面 および前記ボス側締結面の うちの少な くとも一方の締結

面 は突起側締結面であ り、

当該突起側締結面 には、所定 ピッチで所定サイズの複数 の係合用突起が、

フォ トエ ツチ ング加工 によ り、一体形成 され、

前記突起側締結面の硬度 は、他方の前記締結面の硬度 と同一あるいはそれ

以上の硬度 とされてお り、

前記可撓性外歯歯車の前記ボス側締結面 を、前記締結対象の部材の前記部

材側締結面 に同軸 に重ね合わせ、

締結 ボル 卜を用いて前記ボス と前記締結対象の部材 を締結 し、



前記締結ボル 卜によるボル 卜軸力によって、前記突起側締結面の前記係合

用突起を、他方の前記締結面か ら所定の食い込み深さまで食い込 ませること

を特徴 と している。

図面の簡単な説明

[0021 ] [ 図 1] 本発明を適用 したカップ型の波動歯車減速機の斜視図である。

[ 図2] 波動歯車減速機の縦断面図である。

[ 図3] 波動歯車減速機の可撓性外歯歯車のボスと負荷側の出力軸の締結部分を

示す縦断面図である。

[ 図4] 図 3 の締結部分の構成部品を分解 した状態で示す縦断面図である。

[ 図5] ( a ) はボス側締結面の一部 を示す部分拡大平面図、 （b ) は部分拡大

断面図、 （c ) は部分拡大断面図である。

[ 図6] 係合用突起のケミカルエ ッチングにより製造する工程 を示す説明図であ

る。

[ 図7] ( a ) は係合用突起の別の例 を示す部分拡大断面図、 （b ) は部分拡大

断面図、 （c ) は部分拡大断面図である。

[ 図8] ( a ) は係合用突起の別の例 を示す部分拡大断面図、 （b ) は部分拡大

断面図、 （c ) は部分拡大断面図である。

[ 図9] ( a ) は円錐突起が鋼材表面に押 し込 まれた場合の状態を示す説明図で

あ り、 （b ) は係合用突起がボスに食い込んだ場合の状態を示す説明図であ

る。

[ 図 10] 頂面の径の異なる係合用突起における食い込み深さと近似摩擦係数の

関係 を示すグラフである。

発明を実施するための形態

[0022] 以下に、図面を参照 して、本発明を適用 したカップ形状の可撓性外歯歯車

を備えた波動歯車装置の実施の形態を説明する。なお、本発明は、シル クハ

ッ 卜形状の可撓性外歯歯車を備えた波動歯車装置にも適用可能である。

[0023] (波動歯車装置）

図 1 は波動歯車装置を示す斜視図であ り、図 2 はその縦断面図である。波



動歯車装置 1 は、円環状の剛性内歯歯車 2 と、剛性内歯歯車 2 にかみ合い可

能な力ップ形状の可撓性外歯歯車 3 と、可撓性外歯歯車 3 を楕円状に撓めて

剛性内歯歯車 2 に対 して部分的にかみ合わせている楕円形輪郭の波動発生器

4 とを備えている。

[0024] 力ップ形状の可撓性外歯歯車 3 は、半径方向に橈み可能な円筒状胴部 5 と

、この後端縁から内方に延びる円環状のダイヤフラム 6 と、ダイヤフラム 6

の内周縁に連続 して形成 した円環状のボス 7 と、円筒状胴部 5 の開口端側の

外周面部分に形成 した外歯 8 とを備えている。なお、シルクハット形状の可

撓性外歯歯車は、半径方向に橈み可能な円筒状胴部と、この後端縁から半径

方向の外方に延びる円環状のダイャフラムと、ダイヤフラムの外周縁に連続

して形成 した円環状のボスと、円筒状胴部の開口端側の外周面部分に形成 し

た外歯とを備えている。

[0025] 可撓性外歯歯車 3 における外歯 8 が形成された円筒状胴部 5 の部分の内側

に、波動発生器 4 が嵌め込まれている。波動発生器 4 によって、円筒状胴部

5 は楕円状に橈められ、楕円状形状における長軸方向の両端に位置する外歯

8 の部分が、剛性内歯歯車 2 の内歯 9 にかみ合っている。

[0026] 波動発生器 4 は、モーター軸等の回転入力軸 （図示せず）が連結固定され

、当該回転入力軸によって回転駆動される。波動発生器 4 が回転すると、両

歯車 2 、 3 のかみ合い位置が周方向に移動する。この結果、両歯車の歯数差

に応 じて、両歯車の間に相対回転が発生する。本例では、剛性内歯歯車 2 が

不図示の固定側の部材に固定されており、可撓性外歯歯車 3 が減速回転出力

要素となっている。可撓性外歯歯車 3 の減速回転が、負荷側の部材 （締結対

象の部材）に出力される。

[0027] 図 3 は可撓性外歯歯車 3 と締結対象の出力部材の締結部分を示す縦断面図

であり、図4 はその構成部品を分解 して示す説明図である。可撓性外歯歯車

3 の円環状のボス 7 には、負荷側の出力部材 1 1 が締結固定される。締結固

定のために、円環状の取付け用フランジ 1 2 および複数本の締結ボル ト1 3

が用いられる。



[0028] 出力部材 1 1 の後端部 には大径の部材側 フラ ンジ 1 4 が形成 されてお り、

部材側 フラ ンジ 1 4 の円形の後端面は、その中心軸線 に直交する部材側締結

面 1 5 である。部材側締結面 1 5 は、ボス 7 の外側端面であるボス側締結面

6 に同軸 に重ね られる。ボス側締結面 1 6 は装置軸線 1 a に直交する端面

である。ボス 7 の内側端面には取付け用フランジ 1 2 が同軸 に重ね られる。

部材側 フランジ 1 4 にはボル 卜穴が円周方向に一定の間隔で形成 され、ボス

7 および取付け用フランジ 1 2 にはボル 卜揷通穴が同 じく円周方向に一定の

間隔で形成 されている。 これ らのボル ト穴、ボル ト揷通穴が一致する状態に

3 部材が同軸 に重ね られ、取付け用フランジ 1 2 の側か ら揷入 した締結ボル

卜1 3 によって、 これ ら3 部材が所定のボル ト軸力で締結固定されている。

[0029] 図 5 ( a ) ~ ( c ) はボス側締結面 1 6 の表面を拡大 して示す部分拡大平

面図、 b _ b 線で切断 した場合の部分拡大断面図、および、 c _ c 線で切断

した場合の部分拡大断面図である。

[0030] ボス側締結面 1 6 には、 フ ォ トエ ッチング加工によって、所定 ピッチで所

定形状の係合用突起 2 0 が一体形成 されている。係合用突起 2 0 は一定の ピ

ツチでマ 卜リックス状 に配列されてお り、隣接する係合用突起の ピッチ P X

、 P y は共に 0 . 2 m m ~ 0 . 5 m mの範囲内の値である。係合用突起 2 0

の配列形態はマ トリックス状の配列形態以外の配列形態であつてもよい。

[0031 ] 係合用突起 2 0 のそれぞれは、ボス側締結面 1 6 か ら垂直に突出 している

先細 り形状の突起である。係合用突起 2 0 の先端は、ボス側締結面 1 6 に平

行な平坦な頂面 となっている。 また、係合用突起 2 0 における、その突出方

向に直交する断面形状は円形である。すなわち、本例では、係合用突起 2 0

は、全体 と して円錐台形状 に近似 した形状の突起であ り、その中心軸線 2 0

a はボス側締結面 1 6 に垂直である。係合用突起 2 0 の外周面 2 0 b は先端

に向けて先細 りの湾曲面か ら形成 されている。係合用突起 2 0 の頂面 2 0 c

は中心軸線 2 0 a に直交する平坦な円形面 となっている。

[0032] 係合用突起 2 0 における頂面 2 0 c の最大径 L は 0 . 0 1 m m ~ 0 . 0 5

m mの範囲内の値である。係合用突起 2 0 の高さ H は、頂面 2 0 c の最大径



L の 1 . 0 倍から 1 . 2 倍の範囲内の値である。 したがって、高さHは0 .

0 6 m m以下である。また、係合用突起 2 0 は、 1 〇 2 当り4 0 ~ 2 5 0

個の範囲内の値となる密度で形成されている。

[0033] 図示の例においては、係合用突起 2 0 の頂面 2 0 c の径 L が 0 . 0 5 m m

、高さHが 0 . 0 6 5 m m、 ピッチ P x 、 P y が共に0 . 2 m mである。

[0034] また、ボス側締結面 1 6 の表面部分および係合用突起 2 0 の硬度はH R C

4 5 以上である。可撓性外歯歯車 3 のプランクとして硬度がH R C 4 5 以上

のものを用いればよい。あるいは、プランクの硬度がH R C 4 5 未満の場合

には、フ才 卜エッチング加工によって係合用突起 2 0 を形成する前の段階あ

るいは後の段階において、ボス側締結面 1 6 に対 して、熱処理、浸炭処理、

窒化処理等の表面処理を施 して、ボス側締結面 1 6 の表面部分および係合用

突起 2 0 の硬度をH R C 4 5 以上にしてもよい。可撓性外歯歯車 3 の素材硬

度は一般にH R C 3 6 ~ 4 5 の間であり、出力部材 1 1 の素材硬度も同様で

ある。ボス側締結面 1 6 、係合用突起 2 0 の硬度を、締結側の部材側締結面

5 の硬度以上にしておくことが望ましい。

[0035] ここで、係合用突起 2 0 の形成は、一般的なフォ トエッチング加工によつ

て行うことができる。例えば、図 6 に示すように、可撓性外歯歯車 3 に歯切

加工を行った後に、そのボス 7 の外側端面 1 6 A を覆う状態にフォ トレジス

卜膜 3 を形成する （図 6 ( a ) 、 （b ) ) 。次に、フォ 卜レジス 卜膜 3

に露光および現像を行ってフォ 卜レジス 卜膜にマスキングパターンを形成す

る （図 6 ( c ) ) 。 この後は、外側端面 1 6 A の露出面部分に例えばゥエツ

卜エッチングを行って、係合用突起 2 0 を形成する （図 6 ( d ) ) 。そ して

、 フォ トレジス ト膜 3 1 のマスキングパター ンを剥離除去 し、洗浄 乾燥ェ

程等の後処理を行う （図 6 ( e ) ) 。 これにより、マスキングパターンが円

形の場合には略円錐台状の係合用突起 2 0 が、ボス側締結面 1 6 に一体形成

される。マスキングパターンが四角形、三角形の場合には、四角錐台状、三

角錐台状の係合用突起が形成される。

[0036] 図 7 、図 8 には係合用突起 2 0 の別の形状を示 してある。図 7 に示す係合



用突起 2 O A は全体 として略四角錐台の形状を している。例えば、係合用突

起 2 0 A の頂面は正四角形であ り、その幅 L は 0 . 0 5 m m、高さH は 0 .

0 6 m m、 ピッチ P は 0 . 2 m mである。 また、図 8 に示す係合用突起 2 0

B は全体 として略三角錐台の形状を している。例えば、係合用突起 2 0 B の

頂面は正三角形であ り、その正三角形の幅 L は 0 . 0 6 m mである。係合用

突起 2 0 B の高さ H は 0 . 0 6 m m、 ピッチ P は 0 . 2 m mである。 また、

マ トリックス状に配列されている係合用突起 2 0 B の一方の列においては、

— つ置 きに、三角形の向きが反転 している。

[0037] この構成の可撓性外歯歯車 3 のボス 7 に締結対象の出力部材 1 1 を締結す

る場合には、ボス側締結面 1 6 を、締結対象の部材側締結面 1 5 に同軸に重

ねあわせ、ボス 7 の反対側に取付け用フランジ 1 2 を重ね合わせる。 この状

態で、締結ボル 卜1 3 を取付けフラ ンジ 1 2 の側か ら揷入 して、出力部材 1

1 、ボス 7 および取付けフランジ 1 2 の 3 部材を締結固定する。締結ボル ト

1 3 のボル ト軸力によって、ボス側締結面 1 6 の係合用突起 2 0 が、締結対

象の部材側締結面 1 5 か ら所定の食い込み深さまで食い込む。係合用突起 2

0 が部材側締結面 1 5 に食い込むことにより、大きな摩擦力が締結面の間に

発生する。

[0038] 可撓性外歯歯車 3 と出力部材 1 1 の締結部分において、ボス側締結面 1 6

の係合用突起 2 0 が部材側締結面 1 5 に食い込んだ場合の締結力は、鋼の掘

り起 しに伴 う摩耗に近似できる。図 9 ( a ) を参照 して説明すると、円錐突

起が鋼材の締結面に押 し込まれた場合を想定する。 n 個の円錐突起が締結面

に接触 しているとする。太線矢印で示す進行方向の円錐突起の投影面積 （三

角形） A t は次式で表される。

A t = n r d = n r - r c o t Θ = n r - ( 1 t a n Θ )

但 し、 r ：円錐突起による圧痕の平均半径

Θ ：円錐突起の半頂角

d ：深さ

[0039] 円錐突起による圧痕面積は次式のように近似できる。



円錐突起による圧痕面積 真実接触面積A r = P / P m = n - π

P ：全荷重

P ：真実接触面積の平均面圧

[0040] したがって、 F を掘り起し抵抗力 （摩擦力）とすると、摩擦係数 は次式

で表すことができる。

摩擦係数 = F P = A t P m A r P m = A t / A r

= 1 / ( t a n Θ )

円錐突起の が4 5 d e g の場合には、卜 = 0 . 3 1 8 3 になる。

[0041 ] 図9 ( b ) には、本例の円錐台状の係合用突起2 0 を部材側締結面 1 5 に

食い込ませた場合を示してある。この場合には、次のように各値を近似する

ことができる。

食い込み深さX = d

食い込み投影面積A T A t

圧痕面積A R A r

近似摩擦係数M = A T / A R

[0042] ここで、締結部分の伝達トルクは、係合用突起2 0 を部材側締結面 1 5 に

食い込ませた場合における締結面の摩擦係数に大きく影響される。摩擦係数

は、上記のように、食い込み投影面積A T および圧痕面積A R によって規定

できる。すなわち、摩擦係数は、主として、係合用突起2 0 の形状 サイズ

、食い込み深さ、ボス側締結面 1 6 と部材側締結面 1 5 の間の硬度差により

決まる。

[0043] したがって、係合用突起2 0 の形状 サイズ、ボス7 の側の硬度および出

カ部材 1 1 の側の硬度を適切に設定することにより、目標とする摩擦係数の

締結面を得ることができる。本例ではフォ卜エッチング加工によって円錐台

状の係合用突起2 0 が形成される。このような形状の係合用突起2 0 の頂面

の大きさし、突起高さ！ ! 、および硬度を上記のように設定することで、大き

な摩擦係数を得ることができる。

[0044] また、突起数 n は、全圧痕面積 （A R X n ) による素材のせん断強さで制



限される。本例では、ボス 7 のせん断強さを考慮 して、突起数 n を、 1 O m

m 2当り4 0 ~ 2 5 0 個の範囲内の値としている。

[0045] さらに、同一のボル ト軸力を与えた場合に、係合用突起の食い込み深さ X

は突起の頂面の形状により異なる。係合突起の頂面の形状が円形、四角形、

三角形の場合には、それ以外が同一条件とすると、三角形の場合が最も食い

込み易く、円形の場合が最も食い込みにくい。また、硬度の高い締結面より

も硬度の低い締結面の方が食い込み深さ X が大きくなる。さらに、係合突起

の食い込み深さ X は、係合突起の頂面の面積により異なり、面積が小さい方

が食い込み易い。同様に、係合突起の頂面の総面積が小さい方が、総面積の

大きい場合に比べて、食い込み易い。 したがって、ボス側締結面 1 6 の大き

さ、必要伝達 トルク、加えられるボル ト軸力に応 じて、係合用突起 2 0 の大

きさ、形状 （頂面の形状、面積、突起高さ）、係合用突起 2 0 の配列ピッチ

および単位面積当たりの個数、並びに、各部の硬度を適切に設定すればよい

[0046] 図 1 0 は、円錐台形状の係合用突起 2 0 の場合において、円形の頂面の径

を変えた場合における食い込み深さ （押 し込み深さ）と近似摩擦係数の関係

の一例を示すグラフである。係合用突起 2 0 をマ トリックス状に配置 し、隣

接配置された係合用突起 2 0 のピッチ P を0 . 2 m m~ 0 . 5 m m とし、係

合用突起 2 0 の頂面の最大径 L を0 . 0 3 m m、 0 . 0 4 m mおよび 0 . 0

5 m mの 3 種類とし、係合用突起 2 0 の高さを突起の頂面の最大径 L の 1 .

0 倍から 1 . 2 倍とした。

[0047] このグラフから分かるように、係合用突起 2 0 の頂面の最大径 L が 0 . 0

3 m mの場合には、食い込み深さを0 . 0 1 m m~ 0 . 0 2 5 m m とすれば

近似摩擦係数を0 . 3 5 以上にできる。頂面の最大径 L が 0 . 0 4 m mの場

合には、食い込み深さを0 . 0 1 5 m m~ 0 . 0 3 5 m mにすれば近似摩擦

係数を0 . 3 5 以上にできる。頂面の最大径 L が 0 . 0 5 m mの場合には、

食い込み深さを0 . 0 2 0 m m~ 0 . 0 4 0 m mにすれば近似摩擦係数を0

. 3 5 以上にできる。また、 0 . 0 3 m m~ 0 . 0 5 m mの場合には、食い



込み深 さを略 0 . 0 1 5 m m ~ 0 . 0 2 5 m m にすれば、近似摩擦係数 を略

0 . 3 5 以上 にすることがで きる。

(その他の実施の形態）

なお、本発明の可撓性外歯歯車の締結方法では、締結対象の部材の部材側

締結面 に、係合用突起 を形成 してお くことも可能である。 この場合 には、係

合用突起が形成 されている部材の硬度 を他方の部材の硬度以上 と しておけば

よい。 また、ボス側締結面および部材側締結面の双方 に係合用突起 を形成 し

てお くことも可能である。 この場合 には、双方の部材の硬度 を同程度 と して

おけばよい。



請求の範囲

[ 請求項 1] 締結対象の部材 に締結 されるボスと、

前記ボスに形成 され、前記締結対象の部材の部材側締結面 に当接す

るボス側締結面 と、

前記ボス側締結面 に所定 ピッチで形成 された所定サイズの複数の係

合用突起 と、

を有 し、

前記係合用突起は、前記ボス側締結面 にフォ トエ ツチ ング加工 を施

す ことによ り、一体形成 された突起であ り、

前記ボス側締結面および前記係合用突起の硬度 は H R C 4 5 以上で

あることを特徴 とする波動歯車装置の可撓性外歯歯車。

[ 請求項2] 前記係合用突起は、前記ボス側締結面か ら垂直に突出 している先細

り形状の突起であ り、

前記係合用突起の先端 は、前記ボス側締結面 に平行な平坦な頂面 と

な ってお り、

前記係合用突起 における、 その突出方向に直交する断面形状 は、 円

形、四角形あるいは三角形である請求項 1 に記載の波動歯車装置の可

撓性外歯歯車。

[ 請求項3] 隣接配置 された前記係合用突起の ピッチは 0 . 2 m m ~ 0 . 5 m m

であ り、

前記係合用突起の頂面の最大径あるいは最大幅は 0 . 0 1 m m ~ 0

. 0 5 m m であ り、

前記係合用突起の高さは、前記突起の頂面の最大径あるいは最大幅

の 1 . 0 倍か ら 1 . 2 倍である請求項 2 に記載の波動歯車装置の可撓

性外歯歯車。

[ 請求項4] 前記係合用突起は、 1 0 m m 2 当 り4 0 ~ 2 5 0 個 の密度で配置 さ

れている請求項 3 に記載の波動歯車装置の可撓性外歯歯車。

[ 請求項 5] 剛性 内歯歯車 と、



前記剛性 内歯歯車 にかみ合い可能な可撓性外歯歯車 と、

前記可撓性外歯歯車 を楕 円状 に撓めて前記剛性 内歯歯車 に対 して部

分的にかみ合わせてお り、回転 に伴 って両歯車のかみ合い位置 を周方

向に移動 させる波動発生器 と、

を有 し、

前記可撓性外歯歯車は、請求項 1 ない し4 の うちのいずれか一つの

項 に記載の可撓性外歯歯車であることを特徴 とする波動歯車装置。

[ 請求項 6] 波動歯車装置の可撓性外歯歯車 を締結対象の部材 に締結する可撓性

外歯歯車の締結方法であ つて、

請求項 1 ない し4 の うちのいずれか一つの項 に記載の前記可撓性外

歯歯車の前記ボス側締結面 を、前記締結対象の部材の部材側締結面 に

同軸 に重ね合わせ、

締結ボル 卜を用いて前記ボスと前記締結対象の部材 を締結 し、

前記締結ボル 卜のボル 卜軸力によって、前記ボス側締結面の前記係

合用突起 を、前記締結対象の部材 に対 して前記部材側締結面か ら所定

の食 い込み深 さまで食 い込 ませることを特徴 とする可撓性外歯歯車の

締結方法。

[ 請求項7] 波動歯車装置の可撓性外歯歯車 を締結対象の部材 に締結する可撓性

外歯歯車の締結方法であ つて、

前記締結対象の部材 には部材側締結面が形成 され、

前記締結対象の部材 を締結するために前記可撓性外歯歯車 に設 けた

ボスには、ボス側締結面が形成 され、

前記部材側締結面および前記ボス側締結面の うちの少な くとも一方

の締結面は突起側締結面であ り、

当該突起側締結面 には、所定 ピッチで所定サイズの複数の係合用突

起が、 フォ トエ ツチ ング加工 によ り、一体形成 され、

前記突起側締結面の硬度 は、他方の前記締結面の硬度 と同一あるい

はそれ以上の硬度であ り、



前記可撓性外歯歯車の前記ボス側締結面 を、前記締結対象の部材の

前記部材側締結面 に同軸 に重ね合わせ、

締結ボル 卜を用いて前記ボスと前記締結対象の部材 を締結 し、

前記締結ボル 卜によるボル 卜軸力によって、前記突起側締結面の前

記係合用突起 を、他方の前記締結面か ら所定の食 い込み深 さまで食 い

込 ませることを特徴 とする可撓性外歯歯車の締結方法。

[ 請求項 8 ] 前記係合用突起は、前記突起側締結面か ら垂直に突出 している先細

り形状の突起であ り、

前記係合用突起の先端 は、前記突起側締結面 に平行な平坦な頂面 と

な ってお り、

前記係合用突起 における、 その突出方向に直交する断面形状 は、 円

形、四角形あるいは三角形である請求項 7 に記載の可撓性外歯歯車の

締結方法。

[ 請求項 9] 隣接配置 された前記係合用突起の ピッチは 0 . 2 m m ~ 0 . 5 m m

であ り、

前記係合用突起の頂面の最大径あるいは最大幅は 0 . 0 1 m m ~ 0

. 0 5 m m であ り、

前記係合用突起の高さは、前記突起の頂面の最大径あるいは最大幅

の 1 . 0 倍か ら 1 . 2 倍である請求項 8 に記載の可撓性外歯歯車の締

結方法。

[ 請求項 10] 前記係合用突起は、 1 0 m m 2 当 り4 0 ~ 2 5 0 個 の密度で配置 さ

れている請求項 9 に記載の可撓性外歯歯車の締結方法。



補 正 され た請求の範 囲
[201 3年 8月 2 9 日（29.08.201 3 )国際事務局 受理 ]

[ 請 求 項 1 ] ( 削 除 ）

[ 請 求 項 2 ] ( 削 除 ）

[ 請 求 項 3 ] ( 補 正 後 ） 締 結 対 象 の 部 材 に 締 結 され る ボ ス と、

前 記 ボ ス に 形 成 され 、前 記 締 結 対 象 の 部 材 の 部 材 側 締 結 面 に 当接 す る ボ ス 側 締 結

面 と、

前 記 ボ ス 側 締 結 面 に 所 定 ピ ッチ で 形 成 され た 所 定 サ イ ズ の 複 数 の 係 合 用 突 起 と、

を 有 し、

前 記 係 合 用 突 起 は 、 前 記 ボ ス 側 締 結 面 に フ ォ トエ ッ チ ン グ加 工 を 施 す こ と に よ

り、 一 体 形 成 され た 突 起 で あ り、

前 記 ボ ス 側 締 結 面 お よ び 前 記 係 合 用 突 起 の 硬 度 は H R C 4 5 以 上 で あ り、

前 記 係 合 用 突 起 は 、前 記 ボ ス 側 締 結 面 か ら垂 直 に 突 出 して い る 先 細 り形 状 の 突 起

で あ り、

前 記 係 合 用 突 起 の 先 端 は 、 前 記 ボ ス 側 締 結 面 に 平 行 な 平 坦 な 頂 面 と な っ て お り、

前 記 係 合 用 突 起 に お け る 、そ の 突 出 方 向 に 直 交 す る 断 面 形 状 は 、 円 形 、四 角 形 あ

る い は 三 角 形 で あ り、

隣 接 配 置 され た 前 記 係 合 用 突 起 の ピ ッチ は 0 . 2 m m 〜 0 . 5 m m で あ り、

前 記 係 合 用 突 起 の 頂 面 の 最 大 径 あ る い は 最 大 幅 は 0 . 0 1 m m 〜 0 . 0 5 m m で

あ り、

前 記 係 合 用 突 起 の 高 さ は 、前 記 突 起 の 頂 面 の 最 大 径 あ る い は 最 大 幅 の 1 . 0 倍 か

ら 1 . 2 倍 で あ る 波 動 歯 車 装 置 の 可 撓 性 外 歯 歯 車 。

[ 請 求 項 4 ] 前 記 係 合 用 突 起 は 、 1 0 m m 2 当 り 4 0 〜 2 5 0 個 の 密 度 で 配 置 され て い

る 請 求 項 3 に 記 載 の 波 動 歯 車 装 置 の 可 撓 性 外 歯 歯 車 。

[ 請 求 項 5 ] ( 補 正 後 ） 剛 性 内 歯 歯 車 と、

前 記 剛 性 内 歯 歯 車 に か み 合 い 可 能 な 可 撓 性 外 歯 歯 車 と、

前 記 可 撓 性 外 歯 歯 車 を 楕 円 状 に 撓 め て 前 記 剛 性 内 歯 歯 車 に 対 して 部 分 的 に か み

補 正 され た用紙 （条約第 19条 )



合 わせ て お り、回転 に伴 って 両歯 車 の かみ 合 い位 置 を周 方 向 に移 動 させ る波 動 発 生

器 と、

を有 し、

前 記 可 撓 性 外 歯 歯 車 は 、請 求 項 3 ま た は 4 に記 載 の可 撓 性 外 歯 歯 車 で あ る こ と を

特 徴 とす る波 動 歯 車 装 置 。

[ 請 求 項 6 ] ( 補 正 後 ） 波 動 歯 車 装 置 の可 撓 性 外 歯 歯 車 を締 結 対 象 の部 材 に締 結 す る可

撓 性 外 歯 歯 車 の締 結 方 法 で あ って 、

請 求 項 3 ま た は 4 に記 載 の前 記 可 撓 性 外 歯 歯 車 の前 記 ボ ス 側 締 結 面 を、前 記 締 結

対 象 の部 材 の部 材 側 締 結 面 に 同軸 に重 ね合 わせ 、

締 結 ボ ル トを用 い て 前 記 ボ ス と前 記 締 結 対 象 の部 材 を締 結 し、

前 記 締 結 ボ ル トの ボ ル ト軸 力 に よって 、 前 記 ボ ス 側 締 結 面 の前記 係 合 用 突 起 を、

前 記 締 結 対 象 の部 材 に対 して 前 記 部 材 側 締 結 面 か ら所 定 の食 い 込 み 深 さま で食 い

込 ませ る こ とを特 徴 とす る可 撓 性 外 歯 歯 車 の締 結 方 法 。

[ 請 求 項 7 ] ( 削 除 ）

[ 請 求 項 8 ] ( 削 除 ）

[ 請 求 項 9 ] ( 補 正 後 ） 波 動 歯 車 装 置 の可 撓 性 外 歯 歯 車 を締 結 対 象 の部 材 に締 結 す る可

撓 性 外 歯 歯 車 の締 結 方 法 で あ って 、

前 記 締 結 対 象 の部 材 に は部 材 側 締 結 面 が形 成 され 、

前 記 締 結 対 象 の部 材 を締 結 す るた め に前 記 可 撓 性 外 歯 歯 車 に設 け た ボ ス に は 、ボ

ス 側 締 結 面 が形 成 され 、

前 記 部 材 側 締 結 面 お よび 前 記 ボ ス 側 締 結 面 の うち の少 な く と も一 方 の締 結 面 は

突 起側 締 結 面 で あ り、

当該 突 起側 締 結 面 に は 、所 定 ピ ッチ で所 定 サ イ ズ の複 数 の係 合 用 突 起 が 、フ ォ ト

エ ッチ ン グ加 工 に よ り、 一 体 形 成 され 、

前 記 突 起側 締 結 面 の硬 度 は 、他 方 の前 記 締 結 面 の硬 度 と同一 あ るい は それ 以 上 の

硬 度 で あ り、

前 記 可 撓 性 外 歯 歯 車 の前 記 ボ ス 側 締 結 面 を 、前 記 締 結 対 象 の部 材 の前 記 部 材 側 締

補正された用紙 （条約第19条 )



結 面 に 同軸 に重 ね合 わせ 、

締 結 ボ ル トを用 い て 前 記 ボ ス と前 記 締 結 対 象 の部 材 を締 結 し、

前 記 締 結 ボ ル トに よ る ボ ル ト軸 力 に よって 、前 記 突 起側 締 結 面 の前 記 係 合 用 突 起

を、他 方 の前 記 締 結 面 か ら所 定 の食 い 込 み 深 さま で食 い 込 ませ 、

前 記 係 合 用 突 起 は 、前 記 突 起側 締 結 面 か ら垂 直 に突 出 して い る先 細 り形 状 の突 起

で あ り、

前 記 係 合 用 突 起 の先 端 は 、 前 記 突 起側 締 結 面 に平 行 な平 坦 な頂 面 とな って お り、

前 記 係 合 用 突 起 にお け る、そ の 突 出方 向 に直 交 す る断 面 形 状 は 、円形 、四角 形 あ

るい は三角 形 で あ り、

隣接 配 置 され た 前 記 係 合 用 突 起 の ピ ッチ は 0 . 2 m m 〜 0 . 5 m m で あ り、

前 記 係 合 用 突 起 の頂 面 の最 大径 あ るい は最 大 幅 は 0 . 0 1 m m 〜 0 . 0 5 m m で

あ り、

前 記 係 合 用 突 起 の高 さは 、前 記 突 起 の頂 面 の最 大径 あ るい は最 大 幅 の 1 . 0 倍 か

ら 1 . 2 倍 で あ る請 求 項 8 に記 載 の可 撓 性 外 歯 歯 車 の締 結 方 法 。

[ 請 求 項 1 0 ] 前 記 係 合 用 突 起 は 、 1 0 m m 2 当 り 4 0 〜 2 5 0 個 の密 度 で 配 置 され て

い る請 求 項 9 に記 載 の 可 撓 性 外 歯 歯 車 の締 結 方 法 。

補正された用紙 （条約第19条 )
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